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□　a.期待以上

■ b.期待どおり

□　c.やや下回る

□　d.期待以下

　最終予算額　 （Ａ) 国庫・県単

　決　算　額 （Ｂ) 実施方法

Ｂ(H21はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費　  （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H21はA)＋Ｃ）

　■　余地なし □　当面余地なし □　余地あり

　■　余地なし □　当面余地なし □　余地あり

　■　余地なし □　当面余地なし □　余地あり

平成21年度事務事業評価シート （20年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 5-01 担
当
課

部・課 総務部　市町村課

事　業　名 市町村合併審議会費
内線

事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

事業の
目　的

自主的な市町村の合併の推進に関する構想（合併構想）等を調査審議し、県の市町村合併支援に資する。

自主的な市町村の合併を推進するため、県が合併構想を策定するにあたり、市町村の合併の特例等に関する法律（合併新法）
に基づき必要な審議を行なっている。

事業内容
市町村合併審議会　審議事項
・自主的な市町村の合併の推進に関する構想を調査審議
・知事の諮問に応じ、自主的な市町村の合併の推進に関し重要な事項を調査審議

実施期間

事業の
必要性

2108

E-mail shichoson@ref.nagano.jp

H19 Ｈ21 根拠法令等 市町村の合併の特例等に関する法律、長野県市町村合併審議会条例

成
果
と
達
成
状
況

事業の目指す成果 達成度（期待どおり）の判定基準（H20) 達成状況 評価

合併構想等に関する審議を行い、県の
市町村合併支援に資する。

合併構想等に関する必要案件について
審議を行う。

市町村合併審議会を２回開催し、長野県
市町村合併構想の策定及び改定につい
ての答申を行った。

事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 19年度

千円 754

　概　算
　人件費

1.90

千円 13,566

20年度 21年度（当初） 20年度の概要

千円 1,196 1,167 339 県単

984 ― 直接

千円 754 984 339 歳出節別
内訳等

（単位：
　　千円）

報　 酬：500
旅　 費：121
需用費：363

人 0.50 0.50

3,575 3,575

千円 14,320 4,559 3,914

事
業
実
績

内　　容 単位 19年度

回 0

20年度 21年度（予定） 左記以外の20年度の実績

開催回数 回 4 2 2
（審議会審議事項）
 ・長野県合併構想の策定について（１回）
 ・長野県合併構想の改定について（１回）

市町村合併構想の答申 2 1

審議会会長講演会 回 0 4 0

・合併新法に基づき、条例により設置されている審議会で、長野県市町村合併構想の改定に当たっては、当審議会
での審議が必要であり、合併新法下における更なる合併を支援するため、市町村における合併に向けた取組（合意
形成）の状況に応じて、引き続き適切な運営に努める。

事
 
業
 
の
 
課
 
題

区　分 判　定　・　説　明

事業のニーズの変化   □　増加 ■　横ばい □　減少

判
定
の
説
明

・合併新法下（H22.3.31期限）において、更なる合併の必
要があり、県内市町村でも合併に向けた取組みを行って
いる市町村があり、事業のニーズには変化がない。
・合併新法に基づき、条例により設置している審議会であ
り、県の関与・有効性・効率性を高める余地はない。

有効性を高める余地

効率性を高める余地

課題の総括

県の関与を見直す余地


